
主目的 6 28 1

副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

農業の健全な発展を図るため、農業振興地域の整備・保全を推進する合理的な土地利用を

図る。

内容

（手段）

◆平成２４年度実施内容

農業振興地域整備計画を策定し、土地の利用目的を明確にし、農業目的以外の利用を規

制し優良農地の保全に努めるため、農業協同組合役員、農業委員会委員、学識経験者、愛

知県農業改良普及課職員から選出された小牧市農業振興地域整備促進協議会を設置。農

用地への新規編入のほか、やむをえず農用地から除外しようとする案件等は年４回受付と

し、窓口相談・申出書受付・審査業務、小牧市農業振興地域整備促進協議会の開催、議案

付議し、議決後小牧市農業委員会に上申、県への同意申請や公告等を行った。

◆２４年度直接経費の内訳

　　9節　旅費（13千円）

　11節　消耗品費（55千円）

農政課

農地係
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農業振興地域の整備に関する法律
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平成３０年度以降

農業

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

効率的・安定的な農業経営の促進を図る

1

平成１２年度以前

産業振興
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根拠法令・個別計画
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1.50

　11節　消耗品費（55千円）

　　　　　 印刷製本費（299千円）

　

◆２５年度直接経費の内訳

　  9節　旅費（19千円）

　11節　消耗品費（98千円）

　13節　委託料（6,000千円）

　　　　　農業振興地域整備計画作成業務委託

　　　　　・５年に１度の計画全体的な見直し業務。地域概要や土地利用動向、農家意向等の

　　　　　 把握、関係機関との協議等行い、計画の素案づくりを行う。
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H25

事業の

達成状況

優良農地を保全するため、農業振興地域整備計画によって、農用地での都市的需要

の利用規制を図った。
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成成成成
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年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

土地利用規制により農用地の保全をしているが、大都市近郊である本市では都市的

土地需要は高く、農道等が整備され一団で保全されている優良農地ほど、開発の余

地がある場所として計画される傾向もある。法令上の要件を満たして申出であれば、

農用地除外を拒むことは難しく農用地面積は減少傾向にある。
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内内内内

容容容容

方向性の判定

方向性の判定

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

法律や政令・省令によって定められた事務であり、休・廃止できない。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持

維　持

法令により、概ね５年に１度計画の見直しを行うこととされており、１年目基礎調査、２

年目計画の公告と２ヵ年で行われる事務で、２５年度は基礎調査を業務委託して行

う。

市役所全体での図面売り上げ代等の見直しにより、農振図面を１部４５０円に値上げ

した。

判　定　理　由

事事事事
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自自自自
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方方方方

向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

食料自給率の確保のために、国や県は農用地面積の確保もしくは拡大を必要として

おり、今後とも県と連携して適正な農業振興地域整備計画の運用に務める。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

農業振興地域整備計画に基づき、適切に土地利用が図られており、また、今後もこの

計画に基づき、継続して優良農地の保全に努める必要があることから、現状維持とし

た。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）


